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2-1 新庁舎の建設位置 
 

 
①建設地の選定 
 
 今後のまちづくりに大きな影響を与える建設位置の選定でありますが、地方自治法第４条第
２項には、「住民の利用に最も便利であるように、交通の事情、他の官公署との関係等について
適当な考慮を払う必要がある。」と規定されており、また防災拠点であることや、コスト面、行
政機能の集約などを踏まえながら、敷地面積を確保できる３つの候補により、比較検討します。 
 
 
◆自治法等を考慮した島内での場所の選定 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆建設候補地の比較 
 

場所等 
1 案 旧奥尻小学校 
【取り壊し→新築】 

2 案 旧奥尻小学校 
【耐震化・リフォーム移転】 

3 案 現庁舎（議・消含む） 
【現地建て替え】 

津波・ 
土砂災害 

○ 浸水想定：0m 
土砂災害：警戒区域外 ○ 浸水想定：0m 

土砂災害：警戒区域外 △
浸水想定：0m 
土砂災害：警戒区域外 
    だが隣接地 

利便性 ○ 現在地と大差なし ○ 現在地と大差なし ○ 現在地と大差なし 

建設費用 ○ 旧小学校の解体費も起債対象
（交付税措置あり） △ 耐震化は起債対象（交付税措置あ

り）であるが、大規模改修は対象外 × 一時移転費用の増 

ランニング 
コスト 

○ 建物、設備とも新品 × 築 45 年経過、耐用年数が短い。設
備も取り替え必要 ○ 建物、設備とも新品 

業務の 
継続性 

○ 工事中も通常業務可 ○ 工事中も通常業務可 × 一時移転に伴う設備改修等が多く、
不便が生じる 

その他 ■行政機能の集約が可能 
■幼稚園のグラウンドの工夫 

■幼稚園のグラウンドの工夫 
■校舎は、仮に役場・消防・議会機能を集約
すると構造的に大規模改修が必要 

■行政機能の集約が可能 
■土砂災害警戒区域に隣接しており、 
危険性が認められる 
■旧小学校の解体費用が町単独費用 

総合評価 ○ × × 

 

 

 

 

住民利用に最も便利 

防災拠点機能 

移転コスト 

機能的な行政 

最も人口と他の公益的
機能（警察、病院、商
業施設、金融機関）が
集中している場所 

現庁舎付近 
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②新庁舎の建設位置について 
 
新庁舎の建設位置については、次の理由により旧奥尻小学校を取り壊し、その跡地に新築する

ことが最善であると判断します。 
 
＜建設地の選定理由＞ 
 
１ 中心市街地として、人口と他の公益的機能が集中しており、住民の利用しやすい位置であ
ること。 

２ 津波や土砂災害などの危険性がなく、災害時の防災拠点として役割が充分に果たせる安
全な場所であること。 

３ 役場業務を維持しつつ、システム関係など現庁舎の近隣地であることや用地確保を含め
た、事業コストの低減化が図られること。 

４ 老朽化している周辺公共施設を集約するため、機能的な行政を確保できる敷地面積を有
していること。 

    
＜新庁舎建設地の位置図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③建設時期について 
 
 建設時期については、総務省が創設した「市町村役場機能保全事業」という制度を最大限に活
用し、財政的負担を軽減するためにも、期限である令和２年度に実施設計に着手できるよう事業
展開することが最善であると判断します。 
 したがって、実施設計終了後の令和４年度に建設に着手することが望ましいです。 
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2-2 新庁舎の規模 
 

１．集約する行政機関 
 
 ① 防災拠点として耐震性のある建物 
 
   耐震性のない庁舎の改築        役場庁舎と議会を合築し、消防庁舎を併設 
 
 ② ライフイベントに関連する手続きをワンフロアで行うことができる、 

ワンストップサービスの実施 
 

ワンストップサービスの提供     保健福祉センター機能を併合 
 
２．基本指標 
 
① 計画想定人口 

   新庁舎が供用開始を想定する令和５年度の人口は、平成３０年３月に策定した奥尻町地
域福祉計画による将来推計人口より、２，５５８人とします。    

 
② 新庁舎に配置される想定職員数 

   新庁舎に配置する職員は、現業部門を除く全ての部署に配属されている正職員と非常勤
職員を合わせた７０人が、併設する消防署員１８名が想定されます。 

                               （令和元年７月１日現在） 

部  署 
正職員 非常勤

職員 
合計 備考 

 課長職 補佐職 係長職 一般職

① 議会事務局 ２ １ １  ２ 

② 町 長 部 局  ５７ ８ ６ １８ ２５ ９ ６６ 

 

総 務 課 １２ １ ２ ４ ５ １ １３  

地 域 政 策 課 ９ １ ２ ２ ４  ９ 

出 納 室 ３ １ １ １  ３ 信金１ 

税 務 国 保 課 ６ １ ２ ３ １ ７ 

建 設 水 道 課 ７ ２ ３ ２  ７ 

水 産 農 林 課 ８ １ １ １ ５ ２ １０ 

保 健 福 祉 課 １２ １ １ ５ ５ ５ １７ 

特 別 職 ２  ２ 

監 査 委 員 事 務 局    

選 管 事 務 局    

農 委 事 務 局    

小計 ６１ ９ ６ １９ ２５ ９ ７０ 

③ 消 防 署 １８ ２ １ ６ ９  １８ 

合計 ７９ １１ ７ ２５ ３４ ９ ８８ 
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③ 町議会議員数 
   奥尻町議会の議員の定数を定める条例に規定する定数８名とします。 
 
④ 消防団員数                       （令和元年７月１日現在） 

第１分団 ２７名 第３分団 １６名 本部付 ３名

第４分団 ２２名 第５分団 １４名 合計 ８２名

 
⑤ 公用車駐車場及び車庫 

   庁舎に併設する公用車の駐車場スペースは、現在所有の２１台を基本とし、公用車車庫を
5台設けます。（下記役場所有車両 1~5 番）、消防車両については、現在所有の７台のうち
緊急車両 4台（下記消防署所有車両 1~4 番）を格納する車庫が必要です。 

     
   【役場所有車両】                    （令和元年７月１日現在） 

番号 担当課 車種 番号 担当課 車種 

１ 

総務課 

(全課共用) 

ｶﾛｰﾗ ﾌｨﾙﾀﾞｰ １２

水産農林課 

ﾏﾂﾀﾞ ﾄﾗｯｸ 

２ ﾄﾖﾀ ﾉｱ １３ ｻｸｼｰﾄﾞ 

３ ﾚｸｻｽ １４ CR-V 

４ ﾆｯｻﾝ ｷｬﾗﾊﾞﾝ １５ ﾊﾟｰﾄﾅｰ 

５ ｽｽﾞｷ ｽｲﾌﾄ １６

保健福祉課 

ﾄﾖﾀ ﾊﾟｯｿ 

６ ｽｸﾗﾑﾄﾗｯｸ(軽) １７ ﾜｺﾞﾝR 

７ 地域政策課 ﾄﾖﾀ ﾌﾟﾛﾎﾞｯｸｽ １８ ﾀﾞｲﾊﾂ ﾐﾗ1 

８ 税務国保課 ﾎﾝﾀﾞ ｻﾞｯﾂ １９ ﾀﾞｲﾊﾂ ﾐﾗ2 

９  ｽﾊﾞﾙ ﾚｶﾞｼｰ ２０ ﾆｯｻﾝ(日赤車) 

１０ 建設水道課 ﾌﾟﾛﾎﾞｯｸｽ1 ２１ ﾀﾞｲﾊﾂ ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞ 

１１ ﾌﾟﾛﾎﾞｯｸｽ2  

    
【消防署所有車両】                   (令和元年７月１日現在） 
番号 車両名 長さ 車幅 高さ 総重量 

１ 
３号車 

（水槽付タンク車） 
7.35ｍ 2.33ｍ 2.98ｍ 10,840kg

２ 
司令車 

（エクストレイル） 
4.45ｍ 1.76ｍ 1.84ｍ 1,735kg

３ 
高規格救急車 

（ハイエース） 
5.62ｍ 1.89ｍ 2.53ｍ 3,285kg

４ 
代替救急車 

（グランビア） 
5.37ｍ 1.80ｍ 2.42ｍ 2,920kg

５ 積載車 4.45ｍ 1.69ｍ 2.35ｍ 2,140kg

６ 軽トラック 3.39ｍ 1.47ｍ 1.79ｍ 1,210kg

７ 
司令２ 

（サンバー） 
3.29ｍ 1.39ｍ 1.97ｍ 1,450kg
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⑥ 来庁者駐車場 
   来庁者駐車場は、庁舎周辺に障害者用駐車場２台分を含めた１２台を最低限の数としま

す。また、庁舎周辺の職員及び消防団員の駐車場については、公用車、来庁者を優先し、
その後の空き領域を考慮して検討しますが、現庁舎の駐車場を優先とします。また来庁者
駐車場と公用車/職員駐車場は分けて配置する事が望ましいです。 
なお、災害時における自衛隊や警察など公的機関の災害応急対策のための緊急通行車両
用として、来庁者駐車場を活用します。 

 
⑦ 駐輪場 

   駐輪場は、来庁者用５台、公用２台、職員用５台の合計１２台を基本とします。 
 
 ⑧ 一時避難者想定数（仏沢～奥尻地区）（令和元年９月１現在） 
   ・土砂災害特別警戒区域住民 ～ １７世帯  ３５人 
   ・津波浸水区域住民 ～ ９７世帯 １７９人 
（数百年から千年に１回程度の最大クラス） 
 したがって新庁舎では最大１７９人収容を想定します。 
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３．新庁舎の規模 
 
 「現状の面積」、「起債許可標準面積」、「旧総務省庁舎標準面積」、「国土交通省新営一般庁舎面
積」を算定し、それぞれ比較することで標準的な規模を算出します。 
 
 現状の面積 
   新庁舎に集約が想定される施設 
 

施設名 面積（㎡） 建築年 備考 

役 場 本 庁 舎 816.16 昭和３０年 木造２階建て 

保 健 福 祉 セ ン タ ー 330.59 平成１２年 RC造１階部分、社協事務所併設 

議 会 庁 舎 495.86 昭和３９年 木造２階建て、H28年度一部改修 

計 1,592.8   

 
 
 算定① 総務省起債許可に係る標準面積（職員数×３５．３㎡）に基づいて算定した面積 
 

役場庁舎 ５９人 ✕ ３５．３㎡ ＝ ２，０８２．７㎡ 
 
算定② 旧総務省庁舎標準面積算定基準算出表で算出した場合の面積です。なお、この算出表

には、防災機能や福利厚生機能、町民交流機能が含まれていないことから、その付加
機能分として、庁舎面積に８％を加算します。 

 

区分 
算出根拠 

面積㎡ 
人 数 換算率 換算数 換算率 

１ 事務室 

特別職 2 12 24

4.5 

㎡/人

108 

571.1

課長級 9 2.5 22.5 101.3 

補佐・係長級 25 1.8 45.0 202.5 

製図職員 2 1.7 3.4 15.3 

一般職員 23 1 23 103.5 

臨時・嘱託職員 9 1 9 40.5 

計 70  126.9 571.1 

２ 倉庫  事務室面積  571.1 ㎡×13％  74.2

３ 
会議室

等 

会議室・トイレ・洗面所・

その他 
職員数     70 人×7㎡ 490

４ 玄関等 玄関・廊下・階段 上記１～３の面積 1,135.3 ㎡×40％ 454.1

５ 議場等 議場・委員会室議員控室 議員定数 8人×35㎡ 280

小   計 1,869.4

防災機能、福利厚生等 上記合計×8％ 149.6

合   計 2,019.0
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算定③ 国土交通省新営一般庁舎面積積算算定基準に基づく算定（地方小官署単位） 
この算出表には、防災機能や福利厚生機能、町民交流機能が含まれていないことから、
その付加機能分として、庁舎面積に８％を加算、また、議会機能については基準がな
いことから、②で算出した面積を準用します。 
区分の項目については、必要かどうかは別として国土交通省の算出表に示されている
項目を全て盛り込んでいます。 
 

区分 
算出根拠 

面積㎡ 
人 数 換算率 換算数 換算率 

１ 事務室 

特別職 2 12 24

3.3 

㎡/人 

79.2 

418.8

課長級 9 2.5 22.5 74.3 

補佐・係長級 25 1.8 45.0 148.5 

製図職員 2 1.7 3.4 11.2 

一般職員 23 1 23 75.9 

臨時・嘱託職員 9 1 9 29.7 

計 70  126.9 418.8 

２ 会議室 職員 100 人当たり 40㎡ 40×70/100 28.0

３ 電話交換室 換算人数 120～240 36

４ 倉庫 事務室面積  418.8 ㎡×13％ 54.4

５ 宿直室 1 人まで 10 ㎡ 10

６ 押入等 1 人まで 10 ㎡ 10

７ 湯沸室 標準 6.5 ㎡～13 ㎡ 13

８ 受付及び巡視溜 最小 6.5 ㎡ 6.5

９ 便所及び洗面所 50 人以上 100 人未満 46 ㎡ 46

10 医務室 50 人以上 100 人未満 35 ㎡ 35

11 食堂及び喫茶室 50 人以上 100 人未満 35 ㎡ 32

12 設備関係 
機械室 冷暖房（一般庁舎）有効面積 2,000 ㎡以上 436

電気室 冷暖房高圧受電有効面積 2,000 ㎡以上 78

小   計 1,203.7

13 玄関等 玄関・廊下・階段 上記 1～12 の面積 1,203.7 ㎡×35％ 421.3

14 議場等 総務基準準用 議員定数 8人×35㎡ 280

合   計 1,905.0

15 防災機能、福利厚生等 上記合計×8％ 152.4

総   計 2,057.4
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～庁舎面積算定のまとめ～ 
 

算定 算定基準 面  積 

① 起債許可基準面積 ２,０８２．７㎡ 

② 旧総務省庁舎標準面積 ２,０１９．０㎡ 

③ 国土交通省新営一般庁舎面積 ２,０５７．４㎡ 

 平  均 ２,０５３．０㎡ 

 
 

新庁舎の面積は２，０００㎡を基本とする 
 
 
４．消防庁舎の規模 
 
  現在の消防庁舎 

施設名 面積（㎡） 建築年 備考 

消 防 庁 舎 305.60 昭和４７年 １階駐車場：RC造、２階：木造 

 
   消防庁舎については、「緊急防災・減災事業債」が想定されていますが、次のとおり明記
（抜粋）されています。 
 
 （ア） 津波浸水想定区域移転事業 
     津波浸水想定区域内にあり、地域防災計画上、津波対策の観点から移転が必要と位置

づけられた公共施設及び公用施設の移転を対象とする。 
   ◎ 庁舎については、原則として、次に定める面積及び㎡当たりの単価に基づき算定した

額を上限として、起債対象事業費を算出するものであること。 
  （ａ）面積 
     入居職員数✕職員１人当たりの面積（35.3 ㎡）と移転前面積を比較して大きい方 
  （ｂ）㎡当たり単価 
     361 千円 
 
 （イ） 公共施設及び公用施設の耐震化事業  

地震による倒壊の危険性が高い庁舎であって、地震防災緊急事業５カ年計画に定めら
れた施設 
なお、原則として、耐震化を目的とする当該施設の一部改築又は増築を対象とするも
のであること。ただし、消防署等については、耐震化が十分でないことから早急に耐
震化を行う必要があり、全部改築することがやむを得ないと認められるものについて
対象とするものであること。 

 
※ 上記から、（イ）の事業が対象になると思われますが、算定根拠が示されていないこ
とから、（ア）を基に算定するものとします。 
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～ 現在の消防の勤務体制を踏まえる ～ 
 
 消防の勤務体制は、１８人在職していますが、平常時７名（署長含む）の勤務で、夜勤は６人
体制で行っており、青苗分遣署にも常時１名を配備しています。 
 災害時には、青苗分遣署に最低でも３名は災害対応に必要であることから、新庁舎には最大で
１５名の職員が勤務するものとして規模を算定します。 
 

起債上限面積  消防職員 １５人 ✕ ３５．３㎡ ＝ ５２９．５㎡ 
 

起債上限５２９．５㎡ ＞ 現状面積３０５．６㎡ 
標記の計算結果から、５２９．５㎡が上限となります。 

 
 

新消防庁舎の面積は５００㎡を基本とする 
 

＜参考＞檜山管内の最近の消防庁舎改築事例 
消防署名 職員数 建築面積 建築年 備考 

せたな消防署 ２２人 １，５２４㎡ 平成２７年 消防庁舎単独 

大成消防署 １３人 ３３８㎡ 平成２８年 役場分庁舎併設 

 
 
５．規模のまとめと方向性 
 

役場庁舎２，０００㎡ ＋ 消防庁舎５００㎡ ＝ ２，５００㎡を基本 
 
 

～ 建設規模の方向性 ～ 
 
 総建築面積２，５００㎡を基本としますが、設計段階の方向性としては、集約によるメリット
をフルに活用し、より「コンパクト」な庁舎になるよう知恵を絞るものとします。 
 
 
６．集約により目指す姿 
 

・強靭化       災害時の連携強化 
         ・柔軟性       ワンストップサービス 
         ・利便性       共用部分をフレキシブルに活用 
         ・ワンフロア執務   職員のレベルアップ&時間短縮 
         ・ランニングコスト減 設備機器の共用 
 
                集約のメリットを活かし 
 
           目指す姿 強く・柔らかく・便利で・賢い庁舎 
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2-3 新庁舎の機能 
 

 
Ⅰ 窓口機能                              
 
① 利用者の視点にたった誘導サインと効率的で利用しやすい窓口 
② プライバシーに配慮した窓口や相談室の配置 
③ 住民の動線に配慮した待合スペースの確保 
④ ライフイベントに関連する手続きをワンフロアで行うことができる、ワンストップサービ 
スの実施 

⑤ 行政情報や観光情報を発信するなどのフリースペースやバス利用者の待合スペースの配置 
 
 
Ⅱ 執務機能                              
 
① オープンフロアを基本とした、明るい執務空間 
② 執務空間と利用者空間の明確な区分 
③ 拡張性があり多用途に使用できる会議室 
④ 膨大な量の行政文書を保管できる適切な収納スペースの確保 
 
 
Ⅲ 防災機能                              
 

① 災害時に対策本部を設置するためのスペースや放送・通信設備 
② 停電時にも対応できる非常用発電設備 
③ 応急物資など防災物品を格納するスペース（別棟も含む） 
④ 災害対応車両などを配置できる広い駐車スペース 
⑤ 地震や水害などの災害に強い建物 
⑥ 一時避難にも対応できるスペースの確保（会議室等の併用） 
⑦ 災害時にも対応できる必要な広場等の確保 
 
 
Ⅳ 議会機能                              
 
① 町民が気軽に訪れることのできる明るく親しみやすい議場 
② 誰もが見やすく、聴きやすく、出入りしやすい傍聴席 
③ 議場、委員会室等は、多様な活動に対応できるよう汎用性を持たせた造り 
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Ⅴ 消防機能                              
 
① 狭隘な執務スペースと生活スペース（仮眠室・洗面所等）を拡充・分離し、動きやすい動線 
の確保 

② 消防・救急任務への出動動線が機動的に行える配置 
③ 消防車両や消防資機材の必要なスペースを確保した機能的な車庫 
④ 緊急車両の道路への出動動線を確保（町道改良含む） 
 
 
Ⅵ 施設管理機能                            
 
① 再生可能エネルギー導入推進及び省エネルギーに配慮した照明・空調設備 
② 個人情報や行政情報を適正に管理するための強固なセキュリティ対策 
③ 管理や更新が容易にできる効率的な設備等の配置 
 


